
菅
首
相
は
演
説
で
「
私
が
目
指
す
社
会

像
は
『
自
助
・
共
助
・
公
助
』
」
、
「
ま

ず
、
自
分
で
や
っ
て
み
る
」
こ
と
が
第
一

と
強
調
し
ま
し
た
。

税
金
を
国
民
か
ら
絞
り
取
り
、
「
格
差

と
貧
困
」
の
社
会
に
し
た
責
任
は
と
ら
ず

に
、
そ
の
上
で
菅
首
相
の
「
自
己
努
力
」

の
押
し
付
け
は
国
の
責
任
を
放
棄
す
る
も

の
で
絶
対
に
許
せ
ま
せ
ん
。

菅
首
相
は
こ
の
間
、
携
帯
電
話
料
金
の

値
下
げ
と
不
妊
治
療
の
保
険
適
用
を
大
々

的
に
宣
伝
し
て
き
ま
し
た
。
こ
の
２
つ
の

施
策
は
庶
民
や
受
益
者
に
と
っ
て
は
耳
触

り
が
良
い
も
の
で
、
菅
政
権
へ
の
人
気
取

り
が
透
け
て
見
え
ま
す
。
ま
た
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
と
一
体
化
し
た
保
険
証
や

運
転
免
許
証
の
デ
ジ
タ
ル
化
、
「
押
印
」

廃
止
は
そ
の
利
便
性
の
裏
で
個
人
デ
ー
タ

の
国
家
管
理
を
狙
い
ま
す
。

一
方
で
自
ら
引
き
起
こ
し
、
混
乱
を
作

り
出
し
た
日
本
学
術
会
議
へ
の
人
事
介
入

と
「
改
革
」
に
つ
い
て
は
一
言
も
触
れ
ま

せ
ん
で
し
た
。
と
り
わ
け
学
術
会
議
推
薦

名
簿
か
ら
６
名
を
排
除
し
た
任
命
拒
否
問

題
は
口
を
閉
じ
た
ま
ま
で
す
。

自
公
政
権
を
批
判
す
る
学
者
、
研
究
者

を
問
答
無
用
に
排
除
し
、
そ
の
理
由
も
明

ら
か
に
し
な
い
菅
政
権
の
強
権
的
政
治
手

法
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
は
「
地

域
医
療
機
関
で
一
日
平
均
20
万
件
の
検
査

能
力
を
確
保
」
と
述
べ
、
検
査
は
高
齢
者

や
基
礎
疾
患
の
あ
る
人
に
絞
り
込
み
、
医

療
機
関
は
重
症
者
中
心
の
治
療
に
切
り
換

え
、
国
民
が
要
求
す
る
国
庫
負
担
の
Ｐ
Ｃ

Ｒ
検
査
の
大
幅
な
増
加
は
触
れ
ま
せ
ん
。

こ
れ
は
事
実
上
の
コ
ロ
ナ
対
策
の
転
換

で
あ
り
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
は
「
自
己
」
負
担

で
有
料
で
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

外
交
と
安
全
保
障
で
は
安
倍
政
治
を
そ

の
ま
ま
継
承
。
「
前
例
の
打
破
」
と
言
い

な
が
ら
、
沖
縄
・
辺
野
古
新
基
地
建
設
計

画
の
強
行
、
中
国
封
じ
込
め
政
策
を
継
続
。

韓
国
や
朝
鮮
と
の
関
係
改
善
も
、
相
手
国

に
頭
を
下
げ
さ
せ
る
日
本
外
交
の
ス
タ
ン

ス
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
改
憲
と
自
衛
隊
の
「
敵
基
地
攻

撃
能
力
」
の
保
有
に
突
き
進
む
姿
勢
は
安

倍
政
治
と
変
わ
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
菅
首
相
は
「
２
０
５
０
年
ま
で

に
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
ゼ
ロ
」
、
原

発
推
進
を
宣
言
し
ま
し
た
。
（
２
面
参
照
）

◆

◆

◆

◆

◆

◆

菅
政
権
の
強
権
的
な
政
治
手
法
は
明
ら

か
で
す
。
野
党
と
市
民
と
労
働
者
の
共
闘

の
力
で
、
国
会
内

外
の
闘
い
を
前
進

さ
せ
、
来
る
べ
き

総
選
挙
を
勝
ち
抜

き
ま
し
ょ
う
。
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委員長 岡﨑ひろみ

市
民
と
野
党
の
共
闘
で
菅
政
権
を
打
ち
倒
そ
う
！

菅
義
偉
首
相
は
10
月
26
日
に
国
会
で
所
信
表
明
演
説
を
行
い
ま
し
た
。
６
月
17

日
に
国
会
を
閉
じ
て
か
ら
１
３
０
日
ぶ
り
の
開
会
で
す
。
菅
首
相
の
所
信
表
明
演

説
は
、
憲
法
53
条
に
よ
る
野
党
の
国
会
開
会
要
求
を
無
視
し
た
責
任
に
も
ふ
れ
ず
、

自
ら
の
国
家
観
・
政
権
像
も
語
ら
ず
、
個
別
具
体
的
な
政
策
を
羅
列
し
ま
し
た
。

そ
の
実
像
は
強
権
的
な
〝
ア
メ
と
ム
チ
〟
の
政
策
と
「自
己
責
任
」社
会
で
し
た
。

「
自
助
努
力
」
で

国
の
責
任
を
放
棄

菅首相 所信表明演説

強権的・冷酷な〝アメとムチ〟の政治
ようやく
国会開会

人
気
浮
上
を
狙
う

「
飴
玉
」
政
策

学
術
会
議
任
命
拒
否

黙
し
て
語
ら
ず

コ
ロ
ナ
対
策
は

重
症
者
重
視
に
転
換

安
倍
政
治
踏
襲
の

安
保
・
外
交



２
０
１
７
年
７
月
７
日
、
国
連

加
盟
国
の
３
分
の
２
を
超
え
る
１

２
２
の
国
の
賛
成
で
採
択
さ
れ
た

「
核
兵
器
禁
止
条
約
」
が
２
０
２

０
年
10
月
に
は
署
名
国
84
、
批
准

国
50
と
な
り
、
２
０
２
１
年
1
月

22
日
に
発
効
し
ま
す
。
こ
の
条
約

は
日
本
の
被
爆
者
団
体
や
国
際
Ｎ

Ｇ
Ｏ
な
ど
が
働
き
か
け
、
条
約
の

前
文
に
は
「
ヒ
バ
ク
シ
ャ
」
の
文

字
が
書
き
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
各
種
世
論
調
査
で
は
、
７
割

以
上
の
国
民
が
核
兵
器
禁
止
条
約

へ
の
参
加
を
支
持
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
日
本
政
府
は
「
日
米

同
盟
の
も
と
で
核
抑
止
力
を
維
持

す
る
必
要
が
あ
る
」
と
、
こ
の
条

約
に
は
署
名
、
批
准
（
解
説
参
照
）

し
な
い
と
明
言
し
て
い
ま
す
。

「
ヒ
ロ
シ
マ
」
「
ナ
ガ
サ
キ
」
の

被
爆
者
、
被
爆
者
団
体
は
こ
の
条

約
を
歓
迎
し
て
い
ま
す
。
私
た
ち

も
条
約
の
批
准
を
政
府
に
要
求
し

ま
し
ょ
う
。

菅
義
偉
首
相
は
、
所
信
表
明
演

説
で
「
２
０
５
０
年
ま
で
に
、
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
は
全
体
で
ゼ

ロ
に
す
る
」
と
宣
言
し
、
あ
た
か

も
ク
リ
ー
ン
社
会
に
向
か
う
姿
勢

を
見
せ
ま
し
た
。
し
か
し
、
問
題

は
そ
れ
を
具
体
化
す
る
プ
ラ
ン
と

そ
の
工
程
表
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

温
暖
化
問
題
で
は
、
Ⅰ
Ｐ
Ｃ
Ｃ

（
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ

ネ
ル
）
第
５
次
評
価
報
告
書
で
は

気
温
が
１
３
２
年
間
に
０
・
85
℃

の
上
昇
（
図
１
参
照
）
、
雪
氷
の

減
少
、
海
面
水
位
、
海
面
水
温
の

上
昇
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。
ま
た

世
界
で
は
「
洪
水
」
「
砂
漠
化
」

な
ど
、
異
常
気
象
が
続
い
て
い
ま

す
。
そ
の
要
因
は
「
温
室
効
果
ガ

ス
」
に
あ
り
、
そ
の
た
め
各
国
が

削
減
量
と
目
標
達
成
期
限
を
設
け

て
い
ま
す
。
日
本
は
そ
の
プ
ラ
ン

は
あ
る
も
の
の
、
不
十
分
な
状
態

が
続
い
て
い
ま
す
。

２
０
５
０
年
に
温
室
効
果
ガ
ス

を
ゼ
ロ
に
す
る
た
め
に
は
、
現
状

の
22
％
～
24
％
の
削
減
比
率
を
２

０
３
０
年
に
は
、
少
な
く
て
も
45

％
以
上
に
引
き
上
げ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
（
Ｗ
Ｗ
Ｆ
ジ
ャ
パ
ン
・
世

界
自
然
保
護
基
金
）
（
図
２
参
照
）

と
指
摘
し
て
い
ま
す
。

と
こ
ろ
が
菅
首
相
の
言
う
ク
リ
ー

ン
社
会
と
は
「
安
全
最
優
先
で
原

子
力
政
策
を
進
め
る
」
（
菅
首
相

演
説
）
こ
と
で
し
た
。
世
界
全
体

の
流
れ
は
「
脱
炭
素
」
「
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
大
き
く
転
換

す
る
中
、
菅
政
権
は
向
こ
う
30
年

間
は
原
発
依
存
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
に
戻
す
宣
言
を
し
た
の
で
す
。

菅
政
権
の
「
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
」
の
名
に
よ
る
原
発
推
進
政

策
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

原
発
依
存
、
石
炭
火
力
発
電
所

の
新
規
増
設
は
や
め
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
中
心
の
産
業
構
造
の

日
本
社
会
を
目
指
し
ま
し
ょ
う
。
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戦争被爆国＆原発被曝国の日本

それでも核兵器禁止条約反対、原発推進策の菅政権

日
本
は
ア
ジ
ア
・太
平
洋
戦
争
で
原
子
爆
弾
に
よ
り
、
多
く
の
死
者
と
被
爆

者
を
生
み
ま
し
た
。
ま
た
、
２
０
１
１
年
３
月
に
は
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
福

島
第
一
原
子
力
発
電
所
が
崩
壊
、
放
射
能
の
大
量
流
出
に
よ
り
多
く
の
被

曝
者
と
避
難
者
が
生
ま
れ
ま
し
た
。
今
も
な
お
、
「
ヒ
ロ
シ
マ
」
「
ナ
ガ
サ
キ
」

「
フ
ク
シ
マ
」
の
被
害
は
深
刻
で
、
そ
の
傷
は
癒
え
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
ん
な
日
本
が
核
兵
器
や
原
発
は
認
め
る
立
場
は
と
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、

菅
政
権
は
こ
れ
に
逆
行
す
る
動
き
を
見
せ
て
い
ま
す
。

核
兵
器
禁
止
条
約
発
効

日
本
は
不
参
加
、
未
批
准

今
後
30
年
間
も
原
発
推
進

政
府
の
温
暖
化
対
策
宣
言

（図ー2）

（図ー１）

「
批
准
」
と
は
、
署
名
を
し
た
条
約
の
内

容
に
つ
い
て
国
家
が
最
終
確
認
を
行
い
、
条

約
に
拘
束
さ
れ
る
こ
と
に
同
意
す
る
こ
と
。
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